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国立大学法人横浜国立大学事業報告書 

 

「 Ⅰ  は じ め に 」  

横 浜 国 立 大 学 は 、1874 年（ 明 治 7 年 ）に 設 置 さ れ た 小 学 教 員 養 成 所 を 源 流 と し

て お り 、 1949 年 （ 昭 和 24 年 ） に 新 制 国 立 大 学 と し て 設 置 さ れ て 以 来 、 大 学 と し

て は ７ ０ 年 余 り の 歴 史 を も つ 。  

本 学 は 、 「 実 践 的 学 術 の 国 際 拠 点 」 と し て 、 先 進 的 ・ 実 践 的 な 「 知 」 の 発 見 並

び に 創 造 性 と 国 際 性 豊 か な 教 育 研 究 を 推 進 し て い る 。 ま た 、 法 人 化 に 際 し て 「 実

践 性 」 、 「 先 進 性 」 、 「 開 放 性 」 、 「 国 際 性 」 を ４ つ の 精 神 と し て 大 学 の 憲 章 に

掲 げ て い る 。  

第 ３ 期 中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 期 間 の ５ 年 目 に 当 た る 令 和 ２ 年 度 は 、 同 目 標 ・ 計 画

に 掲 げ た 業 務 運 営 及 び 教 育 研 究 等 の 達 成 を 目 指 し て 着 実 に 邁 進 し た 。  

業 務 運 営 面 で は 、伝 統 的 な 強 み と 特 色 に よ り 教 育 研 究 機 能 を 更 に 充 実・強 化 し 、

国 際 都 市 横 浜 発 の グ ロ ー バ ル な 貢 献 を 成 し 得 る 国 立 大 学 と し て 、そ の 責 務 を 一 層

果 た し て い く こ と を 目 指 し 、 教 育 研 究 機 能 を 更 に 充 実 ・ 強 化 し た 。  

教 育 面 で は 、 文 理 融 合 教 育 の さ ら な る 推 進 の た め 、 大 学 院 先 進 実 践 学 環 の 設 置

申 請 、経 済 学 部 と 経 営 学 部 の 連 携 で 運 用 す る 教 育 プ ロ グ ラ ム（ DSEP、LBEEP）の 新

設 準 備 等 、 全 学 的 な 組 織 改 革 を 行 っ た 。  

ま た 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に 対 応 し た 緊 急 学 修 支 援 事 業 （ E-SSUP） も 実

施 し た 。  

研 究 面 で は 、 世 界 水 準 の 先 端 研 究 推 進 を 目 指 し て 、 先 端 科 学 高 等 研 究 院 に 先 進

化 学 エ ネ ル ギ ー 研 究 セ ン タ ー と 量 子 情 報 研 究 セ ン タ ー を 新 た に 設 立 し た 。研 究 人

材 の 育 成 や グ ロ ー バ ル な 連 携 等 を 展 開 し 、 SDGｓ 等 様 々 な 社 会 課 題 の 解 決 や 新 産

業 の 創 出 へ の 貢 献 を 目 指 し て い く 。な お 、量 子 情 報 研 究 セ ン タ ー の セ ン タ ー 長 は 、

内 閣 府 が 主 導 し 科 学 技 術 振 興 機 構 が 推 進 す る ム ー ン シ ョ ッ ト 型 研 究 開 発 事 業 の

プ ロ ジ ェ ク ト マ ネ ー ジ ャ ー に も 採 択 さ れ て い る 。  

研 究 面 に お け る 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 へ の 取 り 組 み と し て 、地 域 企 業 等 支

援 の た め の 特 許 無 償 開 放 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス に 関 連 し た 研 究 事 例 の 紹 介 、 「 コ

ロ ナ 禍 に よ る 変 化 を 経 験 し た 社 会 を 考 え る 」を テ ー マ と し た オ ン ラ イ ン シ ン ポ ジ

ウ ム の 開 催 等 、大 学 の 知 を 社 会 に 還 元 す る こ と を 目 的 と し た 様 々 な 取 り 組 み を 行

っ た 。  

社 会 連 携 他 の 面 で は 、横 浜 銀 行 と の 産 学 官 金 連 携 コ ー デ ィ ネ ー タ 委 嘱 制 度 を 発

足 さ せ 、13 名 を 委 嘱 し た 。こ の 連 携 を 通 じ て 、地 域 経 済 の 活 性 化 等 に 取 り 組 ん で

い く 。  

ま た 、地 域 社 会 の 発 展 を 目 指 す た め 、相 鉄 バ ス 株 式 会 社 と も 連 携 協 定 を 締 結 し 、

未 来 の バ ス シ ス テ ム の あ り 方 等 に 関 す る 実 践 研 究 を 推 進 し て い く 。  

財 務 面 で は 、 研 究 機 能 の 強 化 お よ び そ の た め の 財 源 確 保 の た め 、 共 同 研 究 契 約

に お い て 設 定 し て い る 間 接 経 費 の 割 合 を 、 １ ０ ％ か ら ３ ０ ％ へ と 改 定 し た 。  
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「 Ⅱ  基 本 情 報 」  

１ ． 目 標  

横 浜 国 立 大 学 （ YOKOHAM A Nat iona l Uni vers ity  :  YN U） は 、 文 明 開 化 の 発 祥 の

地 で あ り 、 高 度 の 産 業 が 集 積 す る 横 浜 に 生 ま れ 育 っ た 都 市 型 高 等 教 育 機 関 と し

て 、 自 由 で 高 い 自 律 性 を 保 つ 堅 実 な 学 風 の 下 、 実 践 性 ・ 先 進 性 ・ 開 放 性 ・ 国 際 性

を 精 神 と す る 教 育 と 研 究 に よ り 、社 会 の 中 核 と な っ て 活 躍 す る 多 く の 人 材 を 育 成

し 、 社 会 を 支 え る 研 究 成 果 を 発 信 し て 社 会 に 貢 献 し て き た 。  

２ １ 世 紀 に 入 り 、経 済 発 展 の 軸 が ア ジ ア 中 心 に シ フ ト す る グ ロ ー バ ル 新 時 代 を

迎 え 、 社 会 制 度 、 文 化 、 宗 教 、 習 慣 等 の 多 様 性 が 一 層 複 雑 化 し 、 世 界 の 持 続 的 発

展 に 障 壁 と な る 諸 課 題 が 顕 在 化 し て き て い る 今 、日 本 社 会 が 直 面 す る 諸 課 題 の 解

決 に 国 際 的 視 点 か ら 貢 献 す る イ ノ ベ イ テ ィ ブ な 人 材 を 育 成 し 、世 界 に 向 け て 新 た

な 「 知 」 を 創 造 ・ 発 信 す る こ と が 求 め ら れ て い る 。  

ま た 、 グ ロ ー バ ル 新 時 代 の 課 題 は 同 時 に ロ ー カ ル な 課 題 で も あ る 。 本 学 が 立 地

す る 横 浜 ・ 神 奈 川 地 域 に も 産 業 構 造 の 変 化 や 大 都 市 問 題 の ほ か 、 少 子 高 齢 化 に と

も な う 郊 外 住 宅 ・ 団 地 の 荒 廃 、 人 口 減 少 、 水 源 ・ 里 山 地 域 の 衰 退 、 火 山 ・ 地 震 等

の 自 然 災 害 リ ス ク の 増 大 等 の 地 域 的 諸 課 題 が 押 し 寄 せ て い る 。  

こ の よ う な 背 景 を 踏 ま え 、本 学 の 伝 統 的 な 強 み と 特 色 に よ り 教 育 研 究 機 能 を 更

に 充 実・強 化 し 、国 際 都 市 横 浜 発 の グ ロ ー バ ル な 貢 献 を 成 し 得 る 国 立 大 学 と し て 、

そ の 責 務 を 一 層 果 た し て い く 。  

（ 研 究 ）  

本 学 は 「 人 々 の 福 祉 と 社 会 の 持 続 的 発 展 に 貢 献 す る 」 こ と を 基 本 使 命 と し て 、

各 専 門 領 域 の 研 究 を 基 盤 と し て 充 実 さ せ る と と も に 、強 み の あ る 領 域 を 中 核 に 世

界 を 先 導 す る 。  

ま た 、 多 く の 教 員 を 従 来 の 学 部 の 枠 を 越 え た 研 究 院 に 所 属 さ せ 、 移 り ゆ く 社 会

の ニ ー ズ を 捉 え た 機 動 性 ・ 学 際 性 を 有 し た 柔 軟 な 研 究 を 行 い う る 組 織 体 制 を 整 備

し て い る 。 こ の 研 究 組 織 体 制 と 人 文 系 ・ 社 会 系 ・ 理 工 系 の 分 野 が 一 つ の キ ャ ン パ

ス に あ る 優 位 性 に よ り 文 理 融 合 的 研 究 を 積 極 的 に 推 進 し 、分 野 を 越 え た 結 合 等 に

よ り 複 雑 で 多 様 化 し た グ ロ ー バ ル 新 時 代 の 諸 課 題 を 解 明 し 、将 来 社 会 の あ り 方 を

提 示 す る こ と で 、様 々 な 要 素 が 集 積 す る 国 際 都 市 横 浜 の 地 に お い て 実 践 的 学 術 の

国 際 拠 点 と な る こ と を 目 指 す 。  

（ 教 育 ）  

専 門 性 を 基 礎 と し つ つ 調 和 の と れ た 教 育 体 系 の も と 、主 体 性 と 倫 理 性 を 養 う 豊

か な 教 養 教 育 を 行 い 、少 人 数 教 育 と 実 践 的 教 育 の 伝 統 的 な 強 み を 活 か し て グ ロ ー

バ ル 新 時 代 に 求 め ら れ る 多 様 な 視 点 を 有 す る 広 い 専 門 性 を 持 っ た 実 践 的 人 材（ 学

部 ）と 高 い 応 用 力 と 発 想 力 を 有 す る 高 度 専 門 職 業 人（ 大 学 院 ）の 育 成 を 推 進 す る 。

ま た 、 ア ジ ア か ら 多 く の 留 学 生 が 学 び 、 留 学 生 比 率 が 高 い と い う 本 学 の 特 色 を さ

ら に 強 化 し 、 国 際 性 が 豊 か で 、 共 生 社 会 の 構 築 に 貢 献 す る 教 育 拠 点 を 目 指 す 。  

（ 地 域 貢 献 、 社 会 貢 献 ）  

ロ ー カ ル な 課 題 の 真 摯 な 追 究 が グ ロ ー バ ル な 課 題 の 追 究 に も 連 関 す る こ と を

踏 ま え 、 こ れ ら の 諸 課 題 の 実 践 的 解 決 の た め 、 地 域 の 自 治 体 、 企 業 、 大 学 等 と 積
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極 的 に 連 携 し な が ら 、グ ロ ー バ ル な 視 座 を 有 し ロ ー カ ル な 課 題 に 対 応 で き る 人 材

を 育 成 す る と と も に 、公 共 性 あ る 国 立 大 学 の 責 務 と し て 大 学 の 知 を 広 く 社 会 に 還

元 し 、 課 題 解 決 の 一 翼 を 担 う こ と を 目 指 す 。  

（ 組 織 運 営 ）  

本 学 の 伝 統 的 な 強 み と 特 色 を 十 分 に 発 揮 し 、 ミ ッ シ ョ ン を 的 確 に 実 行 す る た

め 、 学 長 の リ ー ダ ー シ ッ プ の 下 、 全 て の 教 職 員 が ビ ジ ョ ン を 共 有 し て 大 学 改 革 へ

の 主 体 的 参 画 を 高 め 、 自 己 変 革 に よ り 研 究 、 教 育 、 地 域 貢 献 、 社 会 貢 献 の 機 能 を

最 大 化 で き る ガ バ ナ ン ス 体 制 を 構 築 す る と と も に 、グ ロ ー バ ル 新 時 代 の 諸 課 題 の

解 明 に 向 け た 実 践 的 学 術 の 国 際 拠 点 を 目 指 す べ く 、 資 源 の 戦 略 的 ・ 機 動 的 な 活 用

に よ る 全 学 一 体 の 大 学 改 革 を 不 断 に 実 行 す る 。  

 

２ ． 業 務 内 容  

（ １ ） 教 育 ・ 学 生 支 援  

教 育 学 部 、 経 済 学 部 、 経 営 学 部 、 理 工 学 部 、 都 市 科 学 部 の ５ 学 部 及 び 教 育 学 研

究 科 （ 修 士 課 程 ） 、 国 際 社 会 科 学 府 （ 博 士 前 期 ・ 後 期 課 程 ） 、 理 工 学 府 （ 博 士 前

期 ・ 後 期 課 程 ） 、 環 境 情 報 学 府 （ 博 士 前 期 ・ 後 期 課 程 ） 、 都 市 イ ノ ベ ー シ ョ ン 学

府 （ 博 士 前 期 ・ 後 期 課 程 ） の ５ 大 学 院 に て 教 育 を 行 っ て い る 。  

学 士 課 程 に お い て は 、 『 YNU イ ニ シ ア テ ィ ブ 』 を 教 育 方 針 と し 、 こ れ を 具 現 化

す る た め に カ リ キ ュ ラ ム ・ マ ッ プ 及 び カ リ キ ュ ラ ム ・ ツ リ ー を 作 成 し て 実 践 的 な

教 育 活 動 を 行 っ て い る 。 修 士 ・ 博 士 課 程 に お い て も 『 YNU イ ニ シ ア テ ィ ブ （ 大 学

院 版 ） 』 に よ り 、 本 学 大 学 院 教 育 課 程 の 教 育 方 針 や シ ス テ ム を 広 く 社 会 に 公 表 し

て い る 。  

更 に 、 地 域 連 携 推 進 機 構 や 国 際 戦 略 推 進 機 構 等 学 内 組 織 を 横 断 し た 「 機 構 」 組

織 を 複 数 設 置 し 、 本 学 の 特 徴 で あ る 文 理 融 合 的 な 教 育 に も 力 を 入 れ て い る 。  

学 生 支 援 に つ い て は 、授 業 料 免 除 や 本 学 独 自 の 給 付 型 奨 学 金 等 の 経 済 的 支 援 を

積 極 的 に 行 う ほ か 、 YNU 学 生 ポ ー ト フ ォ リ オ シ ス テ ム の 導 入 や コ ン タ ク ト 教 員 制

度 の 導 入 等 に よ り 学 生 の 勉 学 意 欲 を 高 め 、教 育 成 果 の 向 上 に 資 す る 様 々 な 取 組 を

行 っ て い る 。  

 

（ ２ ） 研 究  

研 究 者 が 所 属 す る 教 育 学 部 、 国 際 社 会 科 学 研 究 院 、 工 学 研 究 院 、 環 境 情 報 研 究

院 、 都 市 イ ノ ベ ー シ ョ ン 研 究 院 、 先 端 科 学 高 等 研 究 院 に て 、 学 界 の 最 先 端 の 研 究

を 行 っ て い る 。 研 究 活 動 へ の 取 組 「 YNU リ サ ー チ イ ニ シ ア テ ィ ブ 」 を 掲 げ 、 各 研

究 組 織 に お い て は 、 様 々 な プ ロ ジ ェ ク ト 制 度 を 設 け 、 先 進 的 な 研 究 や 複 数 の 領 域

を 融 合 し た 学 際 研 究 等 を 支 援 す る 仕 組 み を 構 築 し て い る 。更 に リ ス ク 共 生 社 会 創

造 セ ン タ ー や 量 子 情 報 研 究 セ ン タ ー 等 の 各 研 究 組 織 の 枠 を 越 え た 領 域 横 断 的 な

学 際 研 究 を 行 う 「 セ ン タ ー 組 織 」 を 設 け 、 学 内 及 び 外 部 の 競 争 的 資 金 を 用 い て 、

セ ン タ ー に お け る 研 究 の 活 性 化 に 努 め て い る 。  

 

（ ３ ） 社 会 連 携 ・ 貢 献  
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大 学 憲 章 に あ る ４ つ の 精 神 の う ち の １ つ に 「 実 践 性 」 を 掲 げ 、 国 際 社 会 ・ 国 ・

地 域 ・ 市 民 ・ 産 業 界 の ニ ー ズ に 応 え る 教 育 と 研 究 を 行 い 、 ２ １ 世 紀 の 知 識 基 盤 社

会 の 中 核 と し て 大 学 の 社 会 的 使 命 を 果 た す こ と を 目 標 と し て い る 。 教 育 ・ 研 究 ・

産 学 連 携 ・ 社 会 貢 献 に お い て 、 教 職 員 ・ 学 生 が 国 際 社 会 や 地 域 社 会 と 向 き 合 い な

が ら 行 動 す る こ と に よ り 、 互 い の 能 力 を 高 め つ つ 、 横 浜 市 等 の 地 元 自 治 体 と 連 携

協 定 を 締 結 す る 等 、 連 携 強 化 に 努 め て い る 。 こ の ほ か 、 公 的 研 究 機 関 や 民 間 企 業

等 と 包 括 連 携 協 定 の 締 結 や 連 携 協 議 会 開 催 に よ り 、企 業 と の 共 同 研 究 、人 材 交 流・

育 成 、 教 育 研 究 協 力 を 推 進 し て い る 。  

 

（ ４ ） 国 際 化  

大 学 憲 章 に あ る ４ つ の 精 神 の う ち の １ つ と し て 「 国 際 性 」 を 掲 げ 、 世 界 に 開 か

れ た 教 育 ・ 教 育 活 動 の 一 環 と し て 、 海 外 の 大 学 と 学 術 交 流 協 定 を 締 結 す る 等 、 各

種 の 国 際 交 流 事 業 を 活 発 に 行 っ て い る 。 ま た 、 こ れ ら の 事 業 に 対 し て 、 本 学 独 自

の 奨 学 金 等 に よ り 様 々 な 支 援 を 行 う た め 「 国 際 戦 略 推 進 機 構 」 を 中 心 と し て 、 国

際 戦 略 の 企 画 立 案 、 戦 略 的 な グ ロ ー バ ル 人 材 の 育 成 、 国 際 学 術 研 究 及 び 国 際 連 携

の 推 進 、 ２ １ 世 紀 知 識 基 盤 社 会 の 発 展 に 貢 献 し 得 る 創 造 性 に 富 み 、 高 い 倫 理 観 の

も と に 国 際 的 視 点 か ら 活 躍 で き る 指 導 的 実 践 的 な 人 材 の 育 成 に 取 り 組 ん で い る 。  

 

３ ． 沿 革  

明 治  ９ 年  ４ 月  横 浜 師 範 学 校  

  大 正  ９ 年   １ 月  横 浜 高 等 工 業 学 校  

  大 正 １ ２ 年 １ ２ 月  横 浜 高 等 商 業 学 校  

  昭 和 ２ ４ 年  ５ 月  横 浜 国 立 大 学  

  平 成 １ ６ 年  ４ 月   国 立 大 学 法 人 横 浜 国 立 大 学  

 

４ ． 設 立 根 拠 法  

 国 立 大 学 法 人 法 （ 平 成 １ ５ 年 法 律 第 １ １ ２ 号 ）  

 

５ ． 主 務 大 臣 （ 主 務 省 所 管 局 課 ）  

文 部 科 学 大 臣 （ 文 部 科 学 省 高 等 教 育 局 国 立 大 学 法 人 支 援 課 ）  
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６． 組 織 図  

 

 

 

  

附属鎌倉小学校 

附属横浜小学校 

附属鎌倉中学校 

附属横浜中学校 

附属特別支援学校 

附属教育デザインセンター 

附属高度理科教員養成センター 

野外教育実習施設 

附属アジア経済社会研究センター 

教育相談・支援総合センター 

附属臨海環境センター 

リスク共生社会創造センター 

量子情報研究センター 

先進化学エネルギー研究センター 

 

 

機器分析評価センター 

情報基盤センター 

国際教育センター 

地域実践教育研究センター 

成長戦略教育研究センター 

保健管理センター 

横 

浜 

国 

立 

大 

学 

教育学部 

  経済学部 

  経営学部 

理工学部 

都市科学部 

教育学研究科 

国際社会科学府・国際社会科学研究院 

理工学府・工学研究院 

環境情報学府・環境情報研究院 
   

   都市イノベーション学府・都市イ

ノベーション研究院 

先端科学高等研究院  
   

ダイバーシティ戦略推進本部 

附属図書館 

研究推進機構 

情報戦略推進機構 

国際戦略推進機構 

地域連携推進機構 

安全衛生推進機構 

高大接続・全学教育推進センター 

大学院教育強化推進センター 

事務局 
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７ ． 所 在 地  

本 部  神 奈 川 県 横 浜 市 保 土 ケ 谷 区 常 盤 台  

 

８ ． 資 本 金 の 状 況  

９ ７ ， ４ ５ ３ ， ９ ０ ４ ， ６ ２ ０ 円 （ 全 額  政 府 出 資 ）  

  

９ ． 学 生 の 状 況  

総 学 生 数   ９ ， ６ ０ ０ 人  

学 士 課 程   ７ ， ２ ９ ８ 人  

修 士 課 程   １ ， ７ ８ ２ 人  

博 士 課 程     ４ ８ ５ 人  

専 門 職 学 位 課 程     ３ ５ 人  

 

１ ０ ． 役 員 の 状 況  

役職 氏名 任期 経歴 

学 長 長谷部勇一 平成３１年４月１日 

～令和３年３月３１日 

昭和 59 年 4 月 横浜国立大学経済学部助教授 

平成 8 年 4 月 横浜国立大学経済学部教授 

平成 15 年 4 月～平成 16 年 3 月 

横浜国立大学学長補佐 

平成 16 年 4 月～平成 18 年 3 月 

横浜国立大学経済学部長 

平成 19 年 4 月～平成 21 年 3 月 

横浜国立大学情報基盤センター長 

平成 23 年 4 月 横浜国立大学大学院国際社会科

学研究院教授 

平成 23 年 4 月～平成 25 年 3 月 

 横浜国立大学大学院国際社会科学研究科長 

平成 25 年 4 月～平成 27 年 3 月 

 横浜国立大学情報基盤センター長 

平成 27 年 4 月 国立大学法人横浜国立大学長 

理 事 

(総務・ 

施設 

担当） 

髙木まさき 平成３１年４月１日 

～令和３年３月３１日 

昭和 63 年 1 月 上越教育大学学校教育学部助手 

平成 2 年 9 月 上越教育大学学校教育学部講師 

平成 2 年 10 月 文部省初等中等教育局教科書調査官

心得 

平成 6 年 10 月 横浜国立大学教育学部講師 

平成 7 年 4 月  横浜国立大学教育学部助教授 

平成 9 年 10 月 横浜国立大学教育人間科学部助教授 

平成 16 年 4 月 横浜国立大学教育人間科学部教授 

平成 18 年 4 月～平成 20 年 3 月 

横浜国立大学学長補佐 

平成 21 年 4 月～平成 24 年 3 月 

 横浜国立大学教養教育主事 

平成 24 年 4 月～平成 28 年 3 月 

横浜国立大学 教育人間科学部長・教育学研究科長 

平成 29 年 4 月 横浜国立大学大学院教育学研究科教

授 
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平成 29 年 4 月～平成 31 年 3 月 

 横浜国立大学副学長（教育担当） 

平成 31 年 4 月 国立大学法人横浜国立大学理事 

(総務・財務・施設担当) 

令和 2 年 4 月 

国立大学法人横浜国立大学理事（総務・施設担当） 

理 事 

(研究・

財 務 ・

情 報 ・

地 域 ・

評価 

担当) 

梅原 出 平成３１年４月１日 

～令和３年３月３１日 

平成 4 年 4 月 横浜国立大学工学部教務職員 

平成 6 年 4 月 横浜国立大学工学部助手 

平成 12 年 7 月   横浜国立大学工学部助教授 

平成 13 年 4 月  横浜国立大学大学院工学研究院助教

授 

平成 19 年 4 月  横浜国立大学大学院工学研究院准教

授 

平成21年10月 横浜国立大学大学院工学研究院教授 

平成 29 年 4 月～平成 31 年 3 月 

横浜国立大学学長補佐 

平成 31 年 4 月  国立大学法人横浜国立大学理事 

（研究・評価担当） 

令和 2 年 4 月 国立大学法人横浜国立大学理事 

（研究・財務・情報・評価担当） 

令和 2 年 12 月 国立大学法人横浜国立大学理事 

（研究・財務・情報・地域・評価担当） 

理 事 

(教育・

広報 

担当) 

根上 生也 平成３１年４月１日 

～令和３年３月３１日 

昭和 58 年 5 月 東京工業大学理学部助手 

昭和 63 年 4 月 横浜国立大学教育学部助教授 

平成 9 年 10 月 横浜国立大学教育人間科学部助教授 

平成 14 年 10 月 横浜国立大学教育人間科学部教授 

平成 23 年 4 月 横浜国立大学大学院環境情報研究院

教授 

平成 27 年 4 月～平成 31 年 3 月 

 横浜国立大学大学院環境情報研究院長 

平成 31 年 4 月 国立大学法人横浜国立大学理事 

（教育・広報担当） 

理 事 

( 産 学

官連携 

担当） 

蛯名喜代作 平成３１年４月１日 

～令和３年３月３１日 

昭和 53 年 4 月 神奈川県庁 

平成 22 年 4 月 同 足柄上地域県政総合センター所

長 

平成 24 年 4 月 同 安全防災局長 

平成 26 年 4 月 同 理事兼産業労働局長 

平成 27 年 6 月 公益財団法人神奈川産業振興センタ

ー理事長 

平成 28 年 4 月 神奈川県庁政策局調整監（非常勤） 

平成 29 年 6 月 株式会社ケイエスピー常務取締役 

平成 31 年 4 月 国立大学法人横浜国立大学理事 

（産学官連携担当） 

理 事

（ 外 部

資 金 担

当） 

岡田 譲治 令和２年４月１日 

～令和３年３月３１日 

昭和 49 年 4 月 三井物産株式会社 

平成 16 年 4 月 同 金属会計部長 

平成 17 年 4 月 同 金属・エネルギー会計部長 

平成 18 年 2 月 同 財務統括部長 

平成 19 年 4 月 同 経理部長 

平成 20 年 4 月 同 執行役員、経理部長 
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平成 22 年 4 月 同 常務執行役員、経理部長 

平成 23 年 4 月 同 常務執行役員、CFO 

平成 23 年 6 月 同 代表取締役、CFO 

平成 27 年 4 月 同 取締役 

平成 27 年 6 月～令和元年 6 月 

 同 常勤監査役 

平成 29 年 11 月～令和元年 11 月 

公益財団法人日本監査役協会会長 

令和 2 年 4 月 国立大学法人横浜国立大学理事 

（外部資金担当） 

監 事 内野 淳子 平成２８年４月１日 

～令和２年８月３１日、 

令和２年９月１日 

～令和６年８月３１日 

昭和 56 年 4 月 労働省 

平成 9 年 7 月 同 大阪婦人（女性）少年室長 

平成 11 年 4 月 同 大臣官房総務課広報室長 

平成 12 年 7 月 内閣官房内閣調査官 

平成 13 年 1 月 同 内閣参事官 

平成 14 年 8 月 厚生労働省雇用均等・児童家庭局短

時間・在宅労働課長 

平成 16 年 7 月 岡山県副知事 

平成 18 年 7 月 独立行政法人労働政策研究・研修機

構労働大学校副校長 

平成 20 年 7 月 厚生労働省大臣官房統計情報部企画

課長 

平成 21 年 7 月 同 中央労働委員会事務局次長 

平成 23 年 7 月 内閣府経済社会総合研究所総括政策

研究官 

平成 25 年 7 月 厚生労働省中央労働委員会事務局次

長 

平成 27 年 10 月 独立行政法人高齢・障害・求職者雇

用支援機構障害者職業総合センター研究主幹 

平成 28 年 4 月 国立大学法人横浜国立大学監事 

監 事 佐藤 一雄 平成２６年４月１日 

～令和２年８月３１日 

昭和 45 年 株式会社日立製作所中央研究所 

平成 4 年 2 月 株式会社日立製作所機械研究所 

平成 6 年 6 月  名古屋大学工学部教授 

平成 9 年 4 月  名古屋大学工学研究科教授 

平成 18 年 4 月 東京工業大学客員教授（兼任） 

平成 24 年 4 月 名古屋大学名誉教授、愛知工業大学

教授 

平成 26 年 4 月 国立大学法人横浜国立大学監事 

監 事 馬来 義弘 令和２年９月１日 

～令和６年８月３１日 

昭和 48 年 4 月 日産自動車株式会社 

平成 14 年 7 月 神奈川県庁 

平成 16 年 4 月 神奈川県産業技術センター所長 

平成 21 年 4 月 独立行政法人中小企業基盤整備機構

プロジェクトマネージャー 

平成 22 年 4 月 公益財団法人神奈川科学技術アカデ

ミー理事長 

平成 22 年 4 月 学校法人神奈川大学理事 

平成 29 年 4 月 地方独立行政法人神奈川県立産業技

術総合研究所理事長 

平成 31 年 4 月 地方独立行政法人神奈川県立産業技
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術総合研究所事業プロデューサー 

令和 2 年 9 月 国立大学法人横浜国立大学監事 

 

１ １ ． 教 職 員 の 状 況  

教 員  常 勤 ６ ６ ０ 人 （ う ち 附 属 １ ２ ４ 人 ）  

     非 常 勤 １ ， ２ １ ８ 人 （ う ち 附 属 ５ ６ 人 ）  

     職 員  常 勤 ２ ９ ９ 人 （ う ち 附 属 ８ 人 ）  

     非 常 勤 ３ ９ ８ 人 （ う ち 附 属 ２ ９ 人 ）  

 

  （ 常 勤 教 職 員 の 状 況 ）                          

常 勤 教 職 員 は 前 年 度 比 で ４ 人 （ ０ ． ４ ％ ） 減 少 し て お り 、 平 均 年 齢 は ４ ６ ．

１ 歳 （ 前 年 度 ４ ５ ． ７ 歳 ） と な っ て い る 。 こ の う ち 、 国 か ら の 出 向 者 は ０ 人 、

地 方 公 共 団 体 か ら の 出 向 者 ０ 人 、 民 間 か ら の 出 向 者 は １ 人 で あ る 。  

 

「 Ⅲ  財 務 諸 表 の 概 要 」 」 

（ 勘 定 科 目 の 説 明 に つ い て は 、 別 紙 「 財 務 諸 表 の 科 目 」 を 参 照 願 い ま す 。 ）  

１ ． 貸 借 対 照 表  

（https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimuR2.pdf） 

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 

 有形固定資産 

  土地 

  建物 

   減価償却累計額等 

  構築物 

   減価償却累計額等 

  工具器具備品 

   減価償却累計額等     

その他の有形固定資産 

 その他の固定資産 

 

流動資産 

 現金及び預金 

 その他の流動資産 

106,199 

104,757 

73,892 

40,315 

△19,344 

3,770 

△2,146 

10,825 

△9,356 

6,801 

1,441 

 

5,120 

4,487 

  633 

固定負債 

 資産見返負債 

引当金 

  退職給付引当金 

  その他の引当金 

 その他の固定負債 

 

流動負債 

 運営費交付金債務 

 その他の流動負債 

14,046 

9,624 

2 

2 

0 

4,419 

 

6,180 

116 

6,063 

負債合計 20,227 

純資産の部 金額 

資本金 

 政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

97,453 

97,453 

△7,138 

776 

純資産合計 91,092 

資産合計 111,320 負債純資産合計 111,320 
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２ ． 損 益 計 算 書  

（https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimuR2.pdf） 

（単位：百万円） 

 金額 

経常費用（A） 18,665 

 業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  教育研究支援経費 

  人件費 

  その他 

 一般管理費 

 財務費用 

 雑損 

17,709 

2,120 

1,346 

458 

11,379 

2,405 

948 

5 

2 

経常収益(B) 18,857 

 運営費交付金収益 

 学生納付金収益 

 その他の収益 

8,344 

5,586 

4,926 

臨時損益(C) △4 

目的積立金取崩額(D) 13 

当期総利益（当期総損失）（B-A+C+D） 200 

 

３ ． キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書  

（https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimuR2.pdf） 

（単位：百万円）    

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 1,255 

 人件費支出 

 その他の業務支出 

 運営費交付金収入 

 学生納付金収入 

 その他の業務収入 

△11,720 

△4,470 

8,362 

5,425 

3,658 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) 125 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △127 

Ⅳ資金に係る換算差額(D) - 

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） 1,253 

Ⅵ資金期首残高(F) 2,874 

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 4,127 
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４ ． 国 立 大 学 法 人 等 業 務 実 施 コ ス ト 計 算 書  

（https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimuR2.pdf） 

（単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ業務費用 9,391 

  損益計算書上の費用  

（控除）自己収入等 

18,689 

△9,297 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 

Ⅱ損益外減価償却相当額 

Ⅲ損益外減損損失相当額 

Ⅳ損益外利息費用相当額 

Ⅴ損益外除売却差額相当額 

Ⅵ引当外賞与増加見積額 

Ⅶ引当外退職給付増加見積額 

Ⅷ機会費用 

Ⅸ（控除）国庫納付額 

 

1,074 

‐ 

0 

83 

△11 

△173 

106 

‐ 

Ⅹ 国立大学法人等業務実施コスト 10,470 

 

５ ． 財 務 情 報  

（ １ ） 財 務 諸 表 に 記 載 さ れ た 事 項 の 概 要  

    ①  主 要 な 財 務 デ ー タ の 分 析  

      ア ． 貸 借 対 照 表 関 係  

      （ 資 産 合 計 ）  

令 和 ２ 年 度 末 現 在 の 資 産 合 計 は 、対 前 年 度 １ ，８ ３ ５ 百 万 円（ １ ．７ ％ ）

（ 以 下 、特 に 断 り が な い 限 り 対 前 年 度 比・合 計 ）増 の １ １ １ ，３ ２ ０ 百 万

円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、 施 設 整 備 費 補 助 金 に よ る 化 学 棟 等 の 改 修 に よ

り 建 物・建 物 附 属 設 備・構 築 物 が 合 わ せ て ２ ，０ ９ ２ 百 万 円（ ５ ．０ ％ ）

増 の ４ ４ ，０ ８ ６ 百 万 円 に な っ た こ と や 、そ れ に 伴 っ た 未 払 金 の 増 加 か ら

普 通 預 金 が １ ，２ ５ ３ 百 万 円（ ４ ３ ．６ ％ ）増 の ４ ，１ ２ ７ 百 万 円 に な っ

た こ と 等 が 挙 げ ら れ る 。ま た 、受 託 研 究 収 益 に よ り 未 収 入 金 が ２ ５ ７ 百 万

円 （ ８ ２ ， ２ ％ ） 増 の ５ ７ ０ 百 万 円 に な っ た こ と も 一 因 で あ る 。  

主 な 減 少 要 因 と し て は 上 記 改 修 に よ り 、建 設 仮 勘 定 が ５ ２ ５ 百 万 円（ ９

８ ．８ ％ ）減 の ６ 百 万 に な っ た こ と や 、建 物・建 物 附 属 設 備・構 築 物 の 減

価 償 却 累 計 額 が １ ，１ ８ ３ 百 万 円（ ５ ．８ ％ ）増 の ２ １ ，４ ６ ２ 百 万 円 に

な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。ま た 、譲 渡 性 預 金 が 満 期 を 迎 え た こ と に よ り 有

価 証 券 が ２ ２ ０ 百 万 円（ １ ０ ０ ．０ ％ ）減 の ０ 円 に な っ た こ と も 一 因 で あ

る 。  

 

      （ 負 債 合 計 ）  

令 和 ２ 年 度 末 現 在 の 負 債 合 計 は 、対 前 年 度 ６ ４ ８ 百 万 円（ ３ ．３ ％ ）増 の
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２ ０ ， ２ ２ ７ 百 万 円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、 施 設 整 備 費 補 助 金 に よ る 改 修 や 退 職 給 付 費 用 の

増 加 に 伴 い 未 払 金 が １ ，３ ３ ２ 百 万 円（ ８ ２ ，９ ％ ）増 の ２ ，９ ４ ０ 百 万 円

に な っ た こ と や 、 一 般 財 源 で の 教 育 研 究 器 具 備 品 の 取 得 増 に よ り 資 産 見 返

運 営 費 交 付 金 等（ 授 業 料 ）が １ ４ ７ 百 万 円（ ７ ．４ ％ ）増 の ２ ，１ ３ １ 百 万

円 に な っ た こ と 等 が 挙 げ ら れ る 。  

主 な 減 少 要 因 と し て は 、 上 記 改 修 に 伴 い 建 設 仮 勘 定 見 返 施 設 費 が ４ ９ ７

百 万 円（ １ ０ ０ ．０ ％ ）減 の ０ 円 に な っ た こ と や 、 R１ 年 度 末 に 計 上 し て い

た 施 設 整 備 費 補 助 金 返 納 金 の 払 い 出 し に よ り 預 り 金 が ２ ５ ５ 百 万 円（ ７ ９ ．

９ ％ ） 減 の ６ ４ 百 万 円 に な っ た こ と 等 が 挙 げ ら れ る 。  

       

（ 純 資 産 合 計 ）  

令 和 ２ 年 度 末 現 在 の 純 資 産 合 計 は 、対 前 年 度 １ ，１ ８ ６ 百 万 円（ １ ．３ ％ ）

増 の ９ １ ， ０ ９ ２ 百 万 円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、 施 設 整 備 費 補 助 金 を 財 源 と し た 資 産 の 取 得 等 に

よ り 資 本 剰 余 金 施 設 費 が ２ ，１ ５ ２ 百 万 円（ ２ １ ．９ ％ ）増 の １ １ ，９ ８ ４

百 万 円 に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

主 な 減 少 要 因 と し て は 、出 資 及 び 譲 与 資 産 の 減 価 償 却 、除 却 の 進 行 に よ り

損 益 外 減 価 償 却 累 計 額 が ８ １ ３ 百 万 円（ ４ ．２ ％ ）増 の ２ ０ ，０ ２ ３ 百 万 円

に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

 

      イ ． 損 益 計 算 書 関 係  

     （ 経 常 費 用 ）  

令 和 ２ 年 度 の 経 常 費 用 は ６ １ ３ 万 円（ ３ ．４ ％ ）増 の １ ８ ，６ ６ ５ 百 万 円

と な っ て い る 。主 な 費 目 別 増 減 は 、教 育 経 費 が １ ２ ６ 百 万 円（ ６ ．３ ％ ）増

の ２ ，１ ２ ０ 百 万 円 、研 究 経 費 が １ ７ １ 百 万 円（ １ ４ ．６ ％ ）増 の １ ，３ ４

６ 百 万 円 、教 育 研 究 支 援 経 費 が ７ ４ 百 万 円（ １ ９ ．４ ％ ）増 の ４ ５ ８ 百 万 円 、

受 託 研 究 費 が ２ ５ ７ 百 万 円（ １ ９ ．０ ％ ）増 の １ ，６ １ ７ 百 万 円 、共 同 研 究

費 が ２ ０ 百 万 円（ ３ ．２ ％ ）増 の ６ ６ ６ 百 万 円 、受 託 事 業 費 等 が ８ ４ 百 万 円

（ ４ １ ．２ ％ ）減 の １ ２ １ 百 万 円 、人 件 費（ 役 員・教 員・職 員 ）が １ ３ ０ 百

万 円（ １ ．２ ％ ）増 の １ １ ，３ ７ ９ 百 万 円 、一 般 管 理 費 が ６ ９ 百 万 円（ ６ ．

８ ％ ） 減 の ９ ４ ８ 百 万 円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、 情 報 機 器 整 備 費 補 助 金 に よ る 附 属 学 校 の 情 報 機

器 の 調 達 に よ り 教 育 経 費（ 消 耗 品 費 ）が １ ６ ２ 百 万 円（ ９ ９ ．７ ％ ）の 増 に

な っ た こ と や 、施 設 整 備 費 補 助 金 に よ る 化 学 棟 等 の 改 修 に よ り 教 育 経 費（ 備

品 費・雑 役 務 費 ）が 合 わ せ て １ １ ３ 百 万 円（ ７ ７ ．９ ％ ）の 増 、研 究 経 費（ 保

守 管 理 費・修 繕 費・移 設 撤 去 費 ）が 合 わ せ て ２ ８ ２ 百 万 円（ ２ ７ ３ ．１ ％ ）

の 増 に な っ た こ と 、 受 託 研 究 や 共 同 研 究 に お い て 多 額 の 固 定 資 産 の 取 得 や

費 用 処 理 を 行 っ た こ と に よ り 受 託 研 究 費（ 備 品 費・減 価 償 却 費 ）が ２ ６ ３ 百

万 円（ １ ０ ２ ．４ ％ ）の 増 、共 同 研 究 費（ 減 価 償 却 費 ）が ４ ８ 百 万 円（ ５ ２ ．
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２ ％ ） の 増 に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

ま た 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 影 響 に よ り 、 出 張 の 大 幅 な 減 少 が 生

じ 、旅 費 交 通 費 が ３ ７ ７ 百 万 円（ ９ ３ ．８ ％ ）の 減 と な っ た 。そ の 内 訳 は 教

育 経 費 に お い て ８ ３ 百 万 円（ ９ ０ ．１ ％ ）の 減 、研 究 経 費 に お い て １ ０ ６ 百

万 円（ ９ ５ ．１ ％ ）の 減 、受 託 研 究 費 に お い て ６ ４ 百 万 円（ ９ ３ ．２ ％ ）の

減 、共 同 研 究 費 に お い て ７ ３ 百 万 円（ ９ ３ ．６ ％ ）の 減 、受 託 事 業 費 等 に お

い て ４ ８ 百 万 円 （ ９ ８ ． ８ ％ ） の 減 で あ る 。  

  

      （ 経 常 収 益 ）  

令 和 ２ 年 度 の 経 常 収 益 は ４ ７ １ 百 万 円（ ２ ．６ ％ ）増 の １ ８ ，８ ５ ７ 百 万

円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、受 入 額 の 増 加 に よ り 受 託 研 究 等 収 益（ 受 託 ）が ２

５ ３ 百 万 円（ １ ８ ．６ ％ ）の 増 に な っ た こ と や 、授 業 料 減 免 費 交 付 金・情 報

機 器 整 備 費 補 助 金・学 校 保 健 特 別 対 策 事 業 費 補 助 金 等 に よ り 補 助 金 等 収 益・

補 助 金 等 収 益（ 附 属 学 校 ）が ２ ８ ３ 百 万 円（ ２ ６ １ ．８ ％ ）の 増 に な っ た こ

と 、改 修 工 事 に 伴 っ た 振 替 に よ り 施 設 費 収 益 が １ ０ ３ 百 万 円（ ３ ０ ．４ ％ ）

の 増 に な っ た こ と 等 が 挙 げ ら れ る 。  

ま た 、主 な 減 少 要 因 と し て は 、固 定 資 産 の 取 得 増 加 に よ り 資 産 見 返 授 業 料

債 務 へ の 振 替 額 が 増 加 、授 業 料 債 務 の 収 益 化 額 が 減 少 し た た め 、授 業 料 収 益

が １ ３ ３ 百 万 円 （ ２ ． ８ ％ ） の 減 に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

       

（ 当 期 総 損 益 ）  

上 記 経 常 損 益 の 状 況 及 び 臨 時 損 失 と し て 固 定 資 産 除 却 損 等 ２ ３ 百 万 円 を

計 上 し て い る 。 臨 時 利 益 と し て 固 定 資 産 除 却 損 に 対 応 す る 資 産 見 返 負 債 戻

入 １ ９ 百 万 円 、目 的 積 立 金 取 崩 額 １ ３ 百 万 円 を 計 上 し た 結 果 、令 和 ２ 年 度 当

期 総 損 益 は １ ４ ７ 百 万 円 （ ４ ２ ． ３ ％ ） 減 の ２ ０ ０ 百 万 円 と な っ て い る 。  

 

      ウ ． キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 関 係  

     （ 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ）  

令 和 ２ 年 度 の 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー は ９ ２ 百 万 円（ ７ ．９ ％ ）

増 の １ ， ２ ５ ５ 百 万 円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、人 件 費 支 出 が ２ ２ ９ 百 万 円（ １ ．９ ％ ）減 の １ １ ，

７ ２ ０ 百 万 円 に な っ た こ と や 、運 営 費 交 付 金 収 入 が ９ ２ 百 万 円（ １ ．１ ％ ）

増 の ８ ３ ６ ２ 百 万 円 に な っ た こ と 、補 助 金 等 収 入 が ２ ３ ０ 百 万 円（ １ ８ ３ ．

７ ％ ） 増 の ３ ５ ５ 百 万 円 に な っ た こ と 等 が 挙 げ ら れ る 。  

ま た 、主 な 減 少 要 因 と し て は 、そ の 他 の 業 務 支 出 が １ ２ ４ 百 万 円（ １ ５ ．

７ ％ ）増 の ９ １ ４ 百 万 円 に な っ た こ と や 、預 り 金 の 増 減 が ２ ８ ０ 百 万 円（ ７

７ ． ３ ％ ） 減 の ８ ２ 百 万 円 に な っ た こ と 等 が 挙 げ ら れ る 。  

 

      （ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ）  
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令 和 ２ 年 度 の 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー は ５ ９ ５ 百 万 円 （ １ ２

６ ． ８ ％ ） 増 の １ ２ ５ 百 万 円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 が ７ ２ ０ 百 万 円（ １ ０

０ ．０ ％ ）減 の ０ 円 に な っ た こ と や 、定 期 預 金 等 へ の 支 出 が １ ，３ １ ０ 百 万

円（ ７ ８ ．４ ％ ）減 の ３ ６ ０ 百 万 円 に な っ た こ と 、施 設 費 に よ る 収 入 が １ ，

１ ８ ０ 百 万 円（ １ ２ ６ ．６ ％ ）増 の ２ ，１ １ ３ 百 万 円 に な っ た こ と 等 が 挙 げ

ら れ る 。  

ま た 、主 な 減 少 要 因 と し て は 、定 期 預 金 の 払 い 戻 し に よ る 収 入 が １ ，７ ４

０ 百 万 円（ ９ １ ．１ ％ ）減 の １ ７ ０ 百 万 円 に な っ た こ と や 、有 形 固 定 資 産 の

取 得 に よ る 支 出 が ４ ３ ９ 百 万 円（ ３ ４ ．４ ％ ）増 の １ ，７ １ ８ 百 万 円 に な っ

た こ と 等 が 挙 げ ら れ る 。  

 

      （ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ）  

令 和 ２ 年 度 の 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー は ４ 百 万 円（ ３ ．２ ％ ）

増 の △ １ ２ ７ 百 万 円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、フ ァ イ ナ ン ス・リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出 が ３

百 万 円 （ ３ ． ０ ％ ） 減 の １ ２ ２ 百 万 円 に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

 

      エ ． 国 立 大 学 法 人 等 業 務 実 施 コ ス ト 計 算 書 関 係  

     （ 国 立 大 学 法 人 等 業 務 実 施 コ ス ト ）  

令 和 ２ 年 度 の 国 立 大 学 法 人 等 業 務 実 施 コ ス ト は ５ ３ ８ 百 万 円（ ５ ．４ ％ ）

増 の １ ０ ， ４ ７ ０ 百 万 円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、業 務 費 が ６ ９ ５ 百 万 円（ ４ ．１ ％ ）増 の １ ７ ，７

０ ９ 百 万 円 と な っ た こ と や 、授 業 料 収 益 が １ ３ ３ 百 万 円（ ２ ．８ ％ ）減 の ４ ，

６ ４ ７ 百 万 円 と な っ た こ と 等 が 挙 げ ら れ る 。  

ま た 、 主 な 減 少 要 因 と し て は 、 受 託 研 究 等 収 益 が ２ ５ ３ 百 万 円 （ １ ８ ．

６ ％ ）増 の １ ，６ １ ６ 百 万 円 に な っ た こ と や 、引 当 外 退 職 給 付 増 加 見 積 額 が

２ ９ ５ 百 万 円（ ２ ４ １ ．４ ％ ）減 の △ １ ７ ３ 百 万 円 に な っ た こ と 等 が 挙 げ ら

れ る 。  

 

(表) 主要財務データの経年表                   （単位：百万円） 

区分 平成 28 年度  平成 29 年度  平成 30 年度  令和元年度 令和 2 年度  

資産合計 107,649 106,971 109,239 109,484 111,320 

負債合計 15,798 15,567 18,788 19,579 20,227 

純資産合計 91,850 91,404 90,451 89,905 91,092 

経常費用 17,869 18,025 18,211 18,052 18,665 

経常収益 17,736 18,131 18,383 18,385 18,857 

当期総損益 54 104 83 348 200 

業務活動によるキャッシュ・フロー 626 820 1,193 1,162 1,255 

投資活動によるキャッシュ・フロー △844 △332 △699 △469 125 
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財務活動によるキャッシュ・フロー △157 △161 △170 △131 △127 

資金期末残高 1,663 1,989 2,312 2,874 4,127 

国立大学法人等業務実施コスト 10,200 9,769 9,937 9,931 10,470 

（内訳）      

  業務費用 8,847 8,705 8,897 8,753 9,391 

    うち損益計算書上の費用 17,885 18,052 18,321 18,082 18,689 

     うち自己収入 △9,038 △9,346 △9,423 △9,328 △9,297 

損益外減価償却相当額 1,161 1,109 1,092 1,052 1,074 

損益外減損損失相当額 - 54 32 - - 

損益外有価証券損益相当額（確定） - - - - - 

損益外有価証券損益相当額（その他） - - - - - 

損益外利息費用相当額 0 0 0 0 0 

損益外除売却差額相当額 1 97 12 6 83 

 引当外賞与増加見積額 18 10 10 △7 △11 

 引当外退職給付増加見積額 113 △247 △107 122 △173 

 機会費用 59 40 - 4 106 

 （控除）国庫納付額 - - - - - 

     

    ②  セ グ メ ン ト の 経 年 比 較 ・ 分 析  

ア ． 業 務 損 益  

大 学 セ グ メ ン ト の 業 務 損 益 は １ ７ ３ 百 万 円 減 の １ ， ５ ０ ９ 百 万 円 と な っ

て い る 。教 育 経 費 が １ １ ８ 百 万 円 増 に な っ た こ と や 、学 生 納 付 金 収 益 が １ ７

９ 百 万 円 減 と な っ た こ と 等 が 主 な 要 因 で あ る 。  

附 属 学 校 セ グ メ ン ト の 業 務 損 益 は ６ ７ 百 万 円 増 の △ ４ ５ １ 百 万 円 と な っ

て い る 。人 件 費 が １ ０ 百 万 円 減 に な っ た こ と や 、補 助 金 等 収 益 が ９ ８ 百 万 円

増 に な っ た こ と 等 が 主 な 要 因 で あ る 。  

法 人 共 通 セ グ メ ン ト の 業 務 損 益 は ３ ５ 百 万 円 減 の △ ８ ６ ６ 百 万 円 と な っ

て い る 。研 究 経 費 が ９ ２ 百 万 円 の 増 に な っ た こ と や 、補 助 金 等 収 益 が ５ ０ 百

万 円 減 に な っ た こ と 等 が 主 な 要 因 で あ る 。  

 

 (表) 業務損益の経年表                                            (単位：百万円) 

区分 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

大学 1,383 1,488 1,585 1,683 1,509 

附属学校 △483 △484 △474 △519 △451 

法人共通 △1,032 △897 △939 △830 △866 

合計 △132 106 171 333 191 

 
イ ． 帰 属 資 産  

大 学 セ グ メ ン ト の 総 資 産 は ２ ４ ２ 百 万 円 増 の １ ９ ， ７ ２ １ 百 万 円 と な っ

て い る 。こ れ は 、建 物 の 取 得 に よ り ５ ５ ４ 百 万 円 の 増 加 が あ っ た 一 方 、改 修

工 事 に よ る 建 設 仮 勘 定 等 の 減 少 に よ り そ の 他 資 産 が ３ ５ ０ 百 万 円 の 減 少 に
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な っ た こ と が 主 な 要 因 で あ る 。  

附 属 学 校 セ グ メ ン ト の 総 資 産 は ６ ９ 百 万 円 増 の ２ ０ ， ４ ２ ２ 百 万 円 と な

っ て い る 。こ れ は 建 物 の 取 得 に よ り １ １ ２ 百 万 円 の 増 加 が あ っ た 一 方 、建 設

仮 勘 定 等 の 減 少 に よ り そ の 他 資 産 が ５ １ 百 万 円 の 減 少 に な っ た こ と が 主 な

要 因 で あ る 。  

法 人 共 通 セ グ メ ン ト の 総 資 産 は １ ，５ ２ ３ 百 万 円 増 の ７ １ ，１ ７ ５ 百 万 円

と な っ て い る 。 こ れ は 普 通 預 金 の 増 加 額 １ ， ２ ５ ３ 百 万 円 が 主 な 要 因 で あ

る 。  

 

 (表) 帰属資産の経年表                           (単位：百万円) 

区分 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

大学 21,522 21,273 19,774 19,479 19,721 

附属学校 20,676 20,575 20,392 20,352 20,422 

法人共通 65,450 65,122 69,071 69,652 71,175 

合計 107,649 106,971 109,239 109,484 111,320 

 

    ③  目 的 積 立 金 の 申 請 状 況 及 び 使 用 内 訳 等  

当 期 総 利 益 ２ ０ ０ ，８ ９ ５ ，２ ０ ８ 円 の う ち 中 期 計 画 の 使 途 に お い て 定 め

た 安 全 で 安 心 な 教 育 研 究 活 動 を 推 進 す る た め の 基 盤 的 整 備 ・ 充 実 及 び 戦 略

的 な 大 学 改 革 に 必 要 と な る 業 務 運 営 の 改 善 に 充 て る た め 、２ ０ ０ ，８ ９ ５ ，

２ ０ ８ 円 を 目 的 積 立 金 と し て 申 請 し て い る 。  

 

（ ２ ） 重 要 な 施 設 等 の 整 備 等 の 状 況  

①  当 事 業 年 度 中 に 完 成 し た 主 要 施 設 等  

・工 学 基 礎 研 究 棟（ 改 修 ）：総 額 ２ ３ ６ 百 万 円（ う ち 当 事 業 年 度 執 行 額 １ ４ １

百 万 円 ）  

・武 道 場（ 新 営 ）：総 額 １ ６ ７ 百 万 円（ う ち 当 事 業 年 度 執 行 額 １ １ ０ 百 万 円 ）  

・化 学 棟（ 改 修 ）：総 額 １ ,２ ３ ０ 百 万 円（ う ち 当 事 業 年 度 執 行 額 １ ,０ ６ １ 百

万 円 ）  

・特 別 高 圧 受 変 電 設 備（ 改 修 ）：総 額 ６ ０ ６ 百 万（ う ち 当 事 業 年 度 執 行 額 ３ ９

８ 百 万 円 ）  

・ 常 盤 台 団 地 構 内 排 水 管 （ 改 修 ） ： 総 額 ８ ３ 百 万 円  

・ 常 盤 台 団 地 排 水 処 理 設 備 （ 改 修 ） ： 総 額 ２ ６ １ 百 万 円  

・ 教 育 文 化 ホ ー ル 防 水 （ 改 修 ） ： 総 額 １ ７ 百 万 円  

・ 常 盤 台 団 地 他 各 所 ト イ レ （ 改 修 ） ： 総 額 ３ １ 百 万 円  

・ 立 野 団 地 他 ネ ッ ト ワ ー ク 整 備 ： 総 額 ２ ６ 百 万 円  

 

    ②  当 事 業 年 度 に お い て 継 続 中 の 主 要 施 設 等 の 新 設 ・ 拡 充  

・ 国 際 社 会 科 学 研 究 棟 及 び 理 学 研 究 棟 外 空 調 設 備 （ 空 調 設 備 更 新 ： 国 際 社 会

科 学 研 究 棟 、法 学 研 究 棟 、経 営 学 研 究 棟 、経 営 学 部 講 義 棟 ２ 号 館 、共 同 研 究

推 進 セ ン タ ー 、理 学 研 究 棟 ）：総 額 ２ ７ ８ 百 万 円（ う ち 当 事 業 年 度 執 行 額 ４
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百 万 円 ）  

 

③  当 事 業 年 度 中 に 処 分 し た 主 要 施 設 等  

該 当 無 し  

 

    ④  当 事 業 年 度 に お い て 担 保 に 供 し た 施 設 等  

    該 当 無 し  

 

 

 

（ ３ ） 予 算 及 び 決 算 の 概 要  

                            (単位：百万円) 

区分 

 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 15,747 17,285 16,898 18,053 16,307 17,965 18,202 18,321 18,766 19,854  

運営費交付金収入 

補助金等収入 

学生納付金収入 

附属病院収入 

その他収入 

7,853 

147 

5,588 

- 

2,157 

7,934 

322 

5,583 

- 

3,444 

8,030 

134 

5,552 

- 

3,182 

8,101 

205 

5,592 

- 

4,155 

8,241 

74 

5,508 

- 

2,483 

8,414 

191 

5,567 

- 

3,791 

8,264 

49 

5,565 

- 

4,324 

8,336 

125 

5,509 

- 

4,349 

8,424 

57 

5,704 

- 

4,581 

8,467 

355 

5,425 

- 

5,606 

その他収入の

差額は産学連

携等収入の増  

支出 15,747 17,116 16,898 17,694 16,307 17,493 18,202 17,730 18,766 19,382  

教育研究経費 

  診療経費 

一般管理費 

補助金等 

その他支出 

13,536 

- 

- 

147 

2,062 

14,184 

- 

- 

278 

2,653 

13,768 

- 

- 

134 

2,996 

13,957 

- 

- 

215 

3,522 

13,986 

- 

- 

74 

2,246 

14,314 

- 

- 

182 

2,996 

14,140 

- 

- 

49 

4,013 

13,977 

- 

- 

124 

3,628 

14,428 

- 

- 

57 

4,281 

14,245

- 

- 

236 

4,900 

その他支出の

差額は産学連

携等研究経費

等の増  

収入―支出 - 169 - 359 - 472 - 591 - 472  

  

「 Ⅳ  事 業 に 関 す る 説 明 」  

（ １ ）  財 源 構 造 の 概 略 等   

 本 学 の 経 常 収 益 は １ ８ ， ８ ５ ７ 百 万 円 で 、 そ の 内 訳 は 、 運 営 費 交 付 金 収 益 ８ ，

３ ４ ４ 百 万 円 （ ４ ４ ． ３ ％ （ 対 経 常 収 益 比 、 以 下 同 じ 。 ） ） 、 授 業 料 収 益 ４ ， ６

４ ７ 百 万 円 （ ２ ４ ． ６ ％ ） 、 受 託 研 究 収 益 １ ， ６ １ ６ 百 万 円 （ ８ ． ６ ％ ） 、 共 同

研 究 収 益 ６ ６ ９ 百 万 円（ ３ ．５ ％ ）、そ の 他 収 益 ３ ，５ ８ ０ 百 万 円（ １ ９ ．０ ％ ）

と な っ て い る 。  

 

（ ２ ）  財 務 デ ー タ 等 と 関 連 付 け た 事 業 説 明        

ア ． 大 学 セ グ メ ン ト    

横 浜 国 立 大 学 は 、 第 ３ 期 中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 期 間 の 方 向 性 と し て 、 本 学 の 伝 統

的 な 強 み と 特 色 に よ り 教 育 研 究 機 能 を 更 に 充 実 ・ 強 化 し 、 国 際 都 市 横 浜 発 の グ ロ

ー バ ル な 貢 献 を 成 し 得 る 国 立 大 学 と し て 、そ の 責 務 を 一 層 果 た し て い く こ と を 目

指 し て い る 。  

令 和 ２ 年 度 の 主 な 取 組 は 、 次 の と お り で あ る 。  
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（ 教 育 ）  

・ 大 学 院 先 進 実 践 学 環 の 設 置 等 に よ る 文 理 融 合 教 育 の さ ら な る 推 進  

令 和 3 年 度 開 始 に 向 け た 組 織 改 編 を 行 い 、文 理 融 合 教 育 の さ ら な る 推 進 を 図 っ

て い る 。 大 学 院 設 置 基 準 の 改 正 に よ り 新 設 さ れ た 「 研 究 科 等 連 係 課 程 実 施 基 本 組

織 」 を 活 用 し た 研 究 科 等 連 係 課 程 と し て 、 分 野 横 断 型 の 大 学 院 修 士 課 程 で あ る 先

進 実 践 学 環 の 設 置 を 申 請 し 、 Society 5.0 で 活 躍 す る 人 材 養 成 を 目 指 し て い る 。  

ま た 、 経 済 学 部 と 経 営 学 部 の 連 携 で 運 用 す る 教 育 プ ロ グ ラ ム DSEP （ Data 

Scie nce  EP） 、 LBEEP（ Lawca l (L aw+ l ocal )  B usin ess  Econ omi cs E P） を 新 設

し 、 優 秀 な 学 生 に は 学 部 ・ 修 士 ５ 年 一 貫 教 育 に よ り 高 度 な 統 計 ・ 情 報 処 理 技 術 を

習 得 さ せ 、 理 工 系 の 素 養 を 持 っ た 社 会 系 の 専 門 人 材 の 育 成 等 を 目 指 し て い る 。 こ

れ ら の 取 組 は 内 閣 府 の 令 和 2 年 第 5 回 経 済 財 政 諮 問 会 議 に お い て 、地 方 大 学 に お

け る 取 組 の 好 事 例 と し て 今 後 の 取 組 構 想 例 に 取 り 上 げ ら れ て い る 。  

さ ら に は 、 教 職 大 学 院 ・ 教 育 学 部 と の 一 体 的 改 革 を 行 い 、 地 域 の 教 育 課 題 に 柔

軟 か つ 効 果 的 に 対 応 で き る 教 員 養 成 ・ 育 成 機 能 を 高 め た 。  

 

・ 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に 対 応 す る 学 生 支 援  

学 生 の 学 修 ・ 生 活 等 に 関 す る 支 援 、 遠 隔 授 業 の 円 滑 な 実 施 等 に 関 す る 支 援 を パ

ッ ケ ー ジ と し た 「 横 浜 国 立 大 学 緊 急 学 修 支 援 事 業 YNU Emer gen cy  St udy  S Uppo rt 

Pack age（ YNU E -SS U P イ ー サ ッ プ ） 」 を 実 施 し た 。 同 事 業 に お い て 「 緊 急 学 生 支

援 寄 附 金 」を 設 置 し て 寄 附 を 募 り 、学 内 外 か ら 56,221 千 円 が 集 ま っ た 。学 内 予 算

に お い て も コ ロ ナ 対 策 経 費 を 計 上 し 、そ れ ら を 原 資 に 以 下 の 学 習 環 境 整 備 支 援 奨

学 金 の 給 付 や ノ ー ト パ ソ コ ン の 貸 与 等 を 行 っ た 。  

①  学 習 環 境 整 備 支 援 奨 学 金 (5 万 円 ） を 598 名 に 支 給 。  

②  YNU E-S SU P 緊 急 生 活 支 援 奨 学 金 (5 万 円 ） を 400 名 に 支 給 。  

③  YNU E-S SU P 秋 学 期 生 活 支 援 奨 学 金 (5 万 円 )を 391 名 に 支 給 。  

④  ノ ー ト パ ソ コ ン を 学 部 生 29 名 に 無 償 貸 与 。  

 

（ 研 究 ）  

・ 先 端 科 学 高 等 研 究 院 に 2 つ の 新 し い 研 究 セ ン タ ー を 設 立  

令 和 2 年 10 月 に 先 端 科 学 高 等 研 究 院 に 先 進 化 学 エ ネ ル ギ ー 研 究 セ ン タ ー と 量

子 情 報 研 究 セ ン タ ー を 新 た に 設 立 し た 。 新 セ ン タ ー は 、 化 学 エ ネ ル ギ ー 分 野 と 量

子 情 報 科 学 分 野 の 世 界 水 準 の 先 端 研 究 を 推 進 し 知 の 創 造 を 図 る と 共 に 、次 世 代 を

担 う 研 究 人 材 の 育 成 や 、 グ ロ ー バ ル な 連 携 及 び 産 学 官 と の 連 携 を 積 極 的 に 展 開

し 、 世 界 が 直 面 し て い る SDGs 等 様 々 な 社 会 課 題 の 解 決 や 新 産 業 の 創 出 に 貢 献 し

て い く 。  

な お 、 量 子 情 報 研 究 セ ン タ ー の セ ン タ ー 長 は 、 内 閣 府 が 主 導 し 科 学 技 術 振 興 機

構 が 推 進 す る ム ー ン シ ョ ッ ト 型 研 究 開 発 事 業 の プ ロ ジ ェ ク ト マ ネ ー ジ ャ ー に も

採 択 さ れ 、当 研 究 セ ン タ ー は プ ロ ジ ェ ク ト 推 進 の 中 核 と な り 参 画 機 関 と 協 働 し て

研 究 開 発 を 進 め て い る 。  
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・ 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 へ の 研 究 面 で の 取 組  

本 学 は 「 実 践 的 学 術 」 を 希 求 す る 研 究 大 学 と し て 、 大 学 の 知 を 社 会 に 還 元 す べ

く 、 以 下 の 取 組 を 行 っ た 。  

①  地 域 企 業 等 向 け の 支 援 と し て 、 特 許 無 償 開 放 事 業 を 実 施 し 126 件 を 公 開 。  

②  本 学 が 取 り 組 む 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス に 係 る 研 究 事 例 を 特 設 サ イ ト に よ り 紹 介 。 

③  「 YNU 研 究 イ ノ ベ ー シ ョ ン・シ ン ポ ジ ウ ム 2020」の テ ー マ を 、「 2020 年 度 コ ロ

ナ 禍 に よ る 変 化 を 経 験 し た 社 会 を 考 え る 」 へ と 変 更 し て 、 令 和 2 年 12 月 に オ

ン ラ イ ン で 開 催 、 産 学 官 か ら 168 名 の 参 加 を 得 た 。  

④  本 学 の 研 究 成 果 を 活 か し た 社 会 貢 献 を 迅 速 に 行 う こ と を 目 的 に 、新 型 コ ロ ナ ウ

イ ル ス 感 染 症 に 関 連 す る 諸 問 題 に 取 り 組 む 研 究 へ の 支 援 を 実 施 。学 長 戦 略 経 費

を 活 用 し て 、 提 案 の あ っ た 研 究 課 題 11 件 の ほ か 、 研 究 成 果 の 教 育 還 元 を 企 図

し た 提 案 4 件 に 対 し て 資 金 を 提 供 し 、 そ れ ぞ れ の 取 り 組 み を 加 速 さ せ た 。  

⑤  本 学 が 進 め て き た リ ス ク 共 生 学 の 研 究 成 果 に 基 づ い た「 リ ス ク 共 生 の 視 点 か ら

新 型 コ ロ ナ 対 応 を 考 え る 」 特 集 ペ ー ジ を 設 置 し 社 会 発 信 し た （ 令 和 3 月 31 日

現 在 、 コ ラ ム 22 篇 、 27,437 ビ ュ ー ） 。  

⑥  先 端 科 学 高 等 研 究 院 の 共 創 革 新 ダ イ ナ ミ ク ス 研 究 ユ ニ ッ ト で は 、横 浜 市 経 済 局

を 含 む 、 横 浜 市 に 拠 点 を 持 つ 企 業 16 団 体 が 参 加 す る 「 イ ノ ベ ー シ ョ ン ・ ス ペ

ー ス 研 究 会 」を 主 宰 し て お り 、令 和 2 年 度 は 特 に コ ロ ナ 禍 に お け る オ ン ラ イ ン

環 境 に お け る 共 創 活 動 の 議 論 等 、 新 た な イ ノ ベ ー シ ョ ン 創 出 プ ロ セ ス を 含 む 、

実 践 的 な コ ミ ュ ニ テ ィ づ く り を 牽 引 し て い る 。  

 

（ 社 会 連 携 ・ そ の 他 ）  

・ 横 浜 銀 行 と の 産 学 官 金 連 携 コ ー デ ィ ネ ー タ 委 嘱 制 度 を 発 足  

平 成 30 年 度 よ り 包 括 連 携 協 定 を 締 結 し て い る 株 式 会 社 横 浜 銀 行 と 、 産 学 官 金

連 携 コ ー デ ィ ネ ー タ 委 嘱 制 度 を 発 足 し 、13 名 を 委 嘱 し た 。地 域 企 業 と 大 学 を つ な

ぐ 役 割 が 期 待 さ れ 、 地 域 経 済 の 活 性 化 や 諸 課 題 の 解 決 に 取 り 組 ん で い く 。 ま た 、

連 携 協 定 の 一 環 で 、本 学 経 営 学 部 生 が 設 立 し た 株 式 会 社 が 同 行 よ り 起 業 支 援 を 受

け て い る 。  

・ 相 鉄 バ ス と 連 携 協 定 を 締 結  

未 来 の バ ス の 在 り 方 や バ ス 事 業 の 課 題 解 決 に 関 す る 諸 施 策 で 協 力 し 、地 域 社 会

の 発 展 を 目 指 す た め 、 令 和 2 年 10 月 に 相 鉄 グ ル ー プ の 相 鉄 バ ス 株 式 会 社 と 連 携

協 定 を 締 結 し た 。 本 学 で は 「 持 続 可 能 な モ ビ リ テ ィ シ ス テ ム 研 究 拠 点 」 を 設 立 し

て お り 、 未 来 の バ ス シ ス テ ム の 在 り 方 、 特 に 自 動 運 転 制 御 や Mobility a s  a  

Serv ice（ MaaS） に 関 す る 実 践 研 究 を 推 進 し て い く 。  

 

大 学 セ グ メ ン ト に お け る 事 業 の 実 施 財 源 は 、 運 営 費 交 付 金 収 益 ６ ， ２ １ ９ 百 万

円 （ ４ ０ ． ３ ％ （ 当 該 セ グ メ ン ト に お け る 業 務 収 益 比 、 以 下 同 じ ） ） 、 学 生 納 付

金 収 益 ５ ，５ ８ ０ 百 万 円（ ３ ６ ．１ ％ ）、受 託 研 究 収 益 １ ，６ １ ６ 百 万 円（ １ ０ ．

５ ％ ） 、 共 同 研 究 収 益 ６ ６ ９ 百 万 円 （ ４ ． ３ ％ ） 、 そ の 他 収 益 １ ， ３ ５ ６ 百 万 円
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（ ８ ． ８ ％ ） と な っ て い る 。  

ま た 、 事 業 に 要 し た 経 費 は 、 教 育 経 費 １ ， ３ ３ ５ 百 万 円 、 研 究 経 費 １ ， ２ ４ １

百 万 円 、 人 件 費 ８ ， ４ １ １ 百 万 円 、 一 般 管 理 費 １ ４ ６ 百 万 円 、 そ の 他 費 用 が ２ ，

７ ９ ７ 百 万 円 と な っ て い る 。  

 

イ ． 附 属 学 校 セ グ メ ン ト  

本 学 教 育 学 部 は 小 学 校 ２ 校 、 中 学 校 ２ 校 、 特 別 支 援 学 校 １ 校 の 附 属 学 校 を 有 し

て い る 。 こ れ ら 附 属 学 校 で は 、 地 域 や 教 育 委 員 会 と 連 携 し つ つ 、 教 育 実 習 、 教 育

イ ン タ ー ン 等 の 各 種 実 習 科 目 や 共 同 研 究 の 充 実 を 図 る と と も に 、地 域 と 教 育 課 題

を 共 有 し 、 小 中 高 連 携 教 育 の 研 究 等 を 通 し て 、 神 奈 川 県 に お け る 初 等 ・ 中 等 ・ 特

別 支 援 教 育 の 先 導 的 役 割 と そ の 発 信 拠 点 ・ 交 流 拠 点 と し て の 活 動 を 強 化 す る こ と

を 目 指 し て い る 。  

令 和 ２ 年 度 の 主 な 取 組 は 、 次 の と お り で あ る 。  

・ 教 育 課 題 へ の 対 応  

附 属 特 別 支 援 学 校 で は 、「 知 的 障 害 特 別 支 援 学 校 に お け る コ ロ ナ ウ イ ル ス と の

共 存 」を 今 年 度 限 定 の 研 究 テ ー マ に す る こ と で 日 常 の 教 育 活 動 の 中 で の 気 づ き か

ら 、 児 童 生 徒 へ の 支 援 の 方 策 を 見 つ め な お す 機 会 を 得 た 。 ま た 、 そ の 結 果 得 ら れ

た 成 果 を 研 究 協 議 会 に お い て 公 表 す る 取 組 を 行 っ た 。  

・ 大 学 ・ 学 部 と の 連 携  

教 職 大 学 院 と の 連 携 強 化 の 観 点 か ら 、 教 職 大 学 院 の 専 任 教 員 （ 実 務 家 教 員 ） を

校 長 と し て 平 成 31 年 度 か ら 計 画 的 に 附 属 学 校 に 配 置 し て き て い る 。ま た 、附 属 学

校 教 員 の 一 部 を 教 職 大 学 院 生 と し て 受 け 入 れ 、ス ト レ ー ト マ ス タ ー の 実 習 指 導 等

を 単 位 化 す る 附 属 学 校 教 員 派 遣 プ ロ グ ラ ム を 制 度 化 し た 。  

 

附 属 セ グ メ ン ト に お け る 事 業 の 実 施 財 源 は 、 運 営 費 交 付 金 収 益 ８ ７ ６ 百 万 円

（ ８ １ ．７ ％ )、補 助 金 等 収 益 ９ ８ 百 万 円（ ９ ．２ ％ ）、そ の 他 収 益 ９ ７ 百 万 円（ ９ ．

１ ％ ） と な っ て い る 。  

ま た 、事 業 に 要 し た 経 費 は 、教 育 経 費 ２ ５ ８ 百 万 円 、人 件 費 １ ，２ ５ ８ 百 万 円 、

そ の 他 費 用 が ８ 百 万 円 と な っ て い る 。  

 

ウ ． 法 人 共 通 セ グ メ ン ト  

本 学 の 伝 統 的 な 強 み と 特 色 を 十 分 に 発 揮 し 、 ミ ッ シ ョ ン を 的 確 に 実 行 す る た

め 、 学 長 の リ ー ダ ー シ ッ プ の 下 、 全 て の 教 職 員 が ビ ジ ョ ン を 共 有 し て 大 学 改 革 へ

の 主 体 的 参 画 を 高 め 、 自 己 変 革 に よ り 研 究 、 教 育 、 地 域 貢 献 、 社 会 貢 献 の 機 能 を

最 大 化 で き る ガ バ ナ ン ス 体 制 を 構 築 す る と と も に 、グ ロ ー バ ル 時 代 の 諸 課 題 の 解

明 に 向 け た 実 践 的 学 術 の 国 際 拠 点 を 目 指 す べ く 、 資 源 の 戦 略 的 ・ 機 動 的 な 活 用 に

よ る 全 学 一 体 の 大 学 改 革 を 不 断 に 実 行 す る こ と を 基 本 目 標 と し て い る 。  

令 和 ２ 年 度 の 主 な 取 組 は 、 次 の と お り で あ る 。  

（ 業 務 運 営 の 改 善 及 び 効 率 化 ）  

・ ガ バ ナ ン ス の 強 化 に 関 す る 取 組  
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令 和 2 年 2 月 に 大 学 戦 略 情 報 分 析 室 が 設 置 さ れ た こ と に 伴 い 、科 学 技 術 文 献 情

報 デ ー タ ベ ー ス JDream III の 分 析 ツ ー ル で あ る 「 JDream Exp ert Find er」 を 導 入

し 、 国 内 文 献 に 基 づ い た 本 学 の 研 究 活 動 や 産 学 連 携 状 況 等 の 探 索 を 可 能 と し た 。

さ ら に 、国 際 学 術 文 献 デ ー タ ベ ー ス Web of Sc ience の 分 析 ツ ー ル で あ る「 InCite s 

My Or gan i zati on」を 導 入 し 、部 局 ご と の 論 文 状 況 の 情 報 を 入 手 で き る よ う に な っ

た 。 こ れ ら を 用 い 研 究 推 進 機 構 研 究 戦 略 推 進 部 門 と 連 携 し 、 各 部 局 の 戦 略 立 案 、

全 学 の 戦 略 策 定 に 資 す る 情 報 を 収 集 、 提 供 す る こ と に 着 手 し た 。  

・ 新 た な 年 俸 制 の 導 入  

ガ イ ド ラ イ ン を 元 に 令 和 2 年 4 月 に 新 た な 年 俸 制 を 導 入 し 、令 和 2 年 4 月 1 日

以 降 採 用 し た 教 員 は 原 則 と し て 全 て 新 制 度 に よ り 雇 用 し た 。こ の 新 た な 年 俸 制 適

用 者 の 業 績 評 価 結 果 の 処 遇 へ の 反 映 に 際 し て 、例 え ば 年 に 2 回 賞 与 と し て 支 給 す

る 業 績 給 の 加 算 割 合 を 月 給 制 適 用 者 に 比 べ て 大 き く す る 等 、こ れ ま で 以 上 に メ リ

ハ リ を 付 け た 仕 組 み と し て い る 。 ま た 、 新 た な 年 俸 制 へ の 切 替 希 望 者 を 募 り 、 同

意 を 得 ら れ た 者 の 切 替 を 令 和 3 年 4 月 1 日 付 で 行 う こ と と し た 。  

・ 安 全 衛 生 推 進 機 構 設 置 に よ る 体 制 強 化  

令 和 2 年 4 月 に 安 全 衛 生 推 進 機 構 を 設 置 し 、機 構 内 セ ン タ ー と し て 保 健 管 理 セ

ン タ ー と 安 全 衛 生 セ ン タ ー （ 令 和 3 年 4 月 設 置 ） を 置 く こ と で 、 安 全 衛 生 に 関 わ

る 施 策 や 諸 課 題 へ の 対 応 を 組 織 的 に 検 討 す る 体 制 を 強 化 し た 。  

 

（ 財 務 内 容 の 改 善 ）  

・ 共 同 研 究 に 係 る 間 接 経 費 料 率 の 改 定  

研 究 機 能 の 強 化 お よ び そ の た め の 財 源 確 保 の 必 要 性 に か ん が み て 、共 同 研 究 契

約 に お け る 間 接 経 費 の 割 合 を 、 従 来 １ ０ ％ と し て い た と こ ろ 、 令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日

開 始 の 契 約 か ら ３ ０ ％ へ と 引 き 上 げ る 改 定 を 行 っ た 。 間 接 経 費 収 入 の 増 加 に よ

り 、 財 源 多 様 化 を 通 じ た 本 学 の 経 営 基 盤 強 化 も 期 待 さ れ る 。  

 

（ 自 己 点 検 ・ 評 価 及 び 情 報 提 供 ）  

・ 多 様 な ス テ ー ク ホ ル ダ ー に 向 け た 財 務 情 報 の 開 示  

 令 和 元 年 度 決 算 の 結 果 を 踏 ま え て 、学 外 の 多 様 な ス テ ー ク ホ ル ダ ー 向 け に 図 表

や 写 真 を 多 く 用 い た 「 Academic  Fi nan cial  R epo rt 202 0」 を 作 成 し た 。 本 レ ポ ー

ト で は 非 財 務 情 報 も 含 め た わ か り や す い 開 示 を 行 っ て い る 。今 年 度 は 特 に 部 局 ご

と の 財 務 情 報 と そ れ ら 資 源 投 入 に よ り 達 成 さ れ た 研 究 ・ 教 育 活 動 の 成 果 を 新 た に

開 示 し た 。非 財 務 情 報 と 財 務 情 報 を 統 合 し た 多 様 な ス テ ー ク ホ ル ダ ー に 向 け た 情

報 開 示 を 通 じ て 、 よ り 一 層 社 会 か ら の 投 資 を 呼 び 込 む こ と に 活 用 し て い る 。  

 

法 人 共 通 セ グ メ ン ト に お け る 事 業 の 実 施 財 源 は 、 運 営 費 交 付 金 収 益 １ ， ２ ４

７ 百 万 円 （ ５ ３ ． ３ ％ ） 、 雑 益 ５ ６ ７ 百 万 円 （ ２ ４ ． ２ ％ ） 、 施 設 費 収 益 ２ ５

９ 百 万 円 （ １ １ ． １ ％ ） 、 そ の 他 収 益 ２ ６ ７ 百 万 円 （ １ １ ． ４ ％ ） と な っ て い

る 。  
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ま た 、 事 業 に 要 し た 経 費 は 、 教 育 経 費 ５ ２ ６ 百 万 円 、 研 究 経 費 １ ０ ４ 百 万

円 、 人 件 費 １ ， ７ ０ ８ 百 万 円 、 一 般 管 理 費 ７ ９ ４ 百 万 円 、 そ の 他 費 用 が ７ ３ 百

万 円 と な っ て い る 。  

 

（ ３ ） 課 題 と 対 処 方 針 等  

教 育 研 究 の 質 の 向 上 と そ れ を 支 え る 経 営 基 盤 の 強 化 を 実 現 す べ く 、 種 々 の 取

組 を 進 め て い る 。 主 な 課 題 と そ の 対 応 は 、 次 の と お り で あ る 。  

・学長のリーダーシップに基づくスペース再配分  

建物の大型改修に伴い、学長戦略スペース 3 室 438 ㎡を活用し、建物に複数の部局（工学

研究院、環境情報研究院）が混在し建物管理等が複雑だった居室を合理的に他の建物へ再配

置した。さらに新学部の事務室を確保する等、スペース上の懸案課題を解消することができ

た。  

・コロナ禍に対応する業務システムの業務継続計画（BCP）対策  

通勤・通学が困難になった場合の BCP 対策、すわなち、遠隔授業・テレワークを支援す

るための対策・提案を行った。具体的には、以下の内容を実現した。  

①  遠隔授業の基幹として位置付けられてる授業支援システム（ IaaS 型クラウドで運用）の

システムスペックを拡張した。これにより、多人数同時アクセスによる授業支援システ

ムのシステム停止を回避することができ、遠隔授業の安定運用に多大な貢献をした。  

②  Office365 の Teams の活用促進提案  

③  クラウド型テレビ会議システム (Zoom)の契約・活用  

④  老朽化による BCP 対策、及び GIGA スクール構想への対応として、附属横浜小学校、附

属横浜中学校、附属鎌倉中学校の構内 LAN 配線更新を実施した。  

 

「 Ⅴ  そ の 他 事 業 に 関 す る 事 項 」  

１ ． 予 算 、 収 支 計 画 及 び 資 金 計 画  

  （ １ ） 予 算  

    決 算 報 告 書 参 照  

（https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/kessanR2.pdf） 

 （ ２ ） 収 支 計 画  

    年 度 計 画 及 び 財 務 諸 表 （ 損 益 計 算 書 ） 参 照  

（https://www.ynu.ac.jp/about/project/current_year/pdf/nendokeiR2.pdf、 

 https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimuR2.pdf） 

 （ ３ ） 資 金 計 画  

  年 度 計 画 及 び 財 務 諸 表 （ キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 ） 参 照  

（https://www.ynu.ac.jp/about/project/current_year/pdf/nendokeiR2.pdf、 

 https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimuR2.pdf） 

 

２ ． 短 期 借 入 れ の 概 要  

該 当 な し 。  
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３ ． 運 営 費 交 付 金 債 務 及 び 当 期 振 替 額 の 明 細  

（ １ ） 運 営 費 交 付 金 債 務 の 増 減 額 の 明 細  

                                                                            （単位：百万円） 

交付年度 
期首

残高 

交付金当 

期交付額 

当期振替額 

期末 

残高 
運営費

交付金

収益 

資産見返運

営費交付金 

建設仮勘定

見返運営費

交付金 

    

資本 

剰余金 
小計 

平成 28 年度 1 － － － － － － 1 

平成 29 年度 4 － 1 － － － 1 3 

平成 30 年度 4 － － － － － － 4 

令和元年度 107 － 91     12 － － 103 3 

令和 2 年度 － 8,362 8,251 6 － － 8,258 104 

 

（ ２ ） 運 営 費 交 付 金 債 務 の 当 期 振 替 額 の 明 細  

① 平 成 ２ ８ 年 度 交 付 分  

                                                                             （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

 資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

 資本剰余金 － 

計 － 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

費 用 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

国 立 大 学 法 人

会計基準第 78

第 ３ 項 に よ る

振替額 

 

－ 

該当なし 

合計  －  

 

② 平 成 ２ ９ 年 度 交 付 分  
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                                                                             （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

費 用 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
1 

①費用進行基準を採用した事業等：特殊要因（PCB 廃

棄物処理費） 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：1 

 イ)自己収入にかかる収益計上額：－ 

 ウ)固定資産の取得額：－ 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 1 百万

円を収益化。 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 

1 

国 立 大 学 法 人

会計基準第 78

第 ３ 項 に よ る

振替額 

 

－ 

該当なし 

合計  1  

 

③ 平 成 ３ ０ 年 度 交 付 分  

                                                                             （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 
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費 用 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

国 立 大 学 法 人

会計基準第 78

第 ３ 項 に よ る

振替額 

 

－ 

該当なし 

合計  －  

 

④ 令 和 元 年 度 交 付 分  

                                                                             （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運営費交付金 

収益 
23 

①業務達成基準を採用した事業等：基幹運営費交付

金分（教育研究環境の整備充実費） 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：23 

 イ)自己収入にかかる収益計上額：授業料収益－ 

 ウ)固定資産の取得額：構築物 1（うち自己収入取

得分－）、教育研究用器具備品 10（うち自己収入取

得分－） 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

基幹運営費交付金分については、計画に対する成

果の達成度合い等を勘案し、運営費交付金債務 23 百

万円を収益化。 

資産見返運営費

交付金 
12 

建設仮勘定見返

運営費交付金 

 

－ 

資本剰余金 － 

計 35 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運営費交付金収

益 
－ 

該当なし 

資産見返運営費

交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

費 用 進 行 基 準

による振替額 

運営費交付金収

益 
68 

①費用進行基準を採用した事業等：特殊要因（退職

手当、PCB 廃棄物処理費） 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：68 

 イ)自己収入にかかる収益計上額：－ 

 ウ)固定資産の取得額：－ 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 68 百

万円を収益化。 

資産見返運営費

交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 

68 

国 立 大 学 法 人
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振替額 

 

－ 

該当なし 
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合計  103  

 

⑤ 令 和 ２ 年 度 交 付 分  

                                                                             （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運営費交付金 

収益 
184 

①業務達成基準を採用した事業等：機能強化経費（プ

ロジェクト分 3 件、法人運営活性化支援分） 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：184 

 イ)自己収入にかかる収益計上額：授業料収益 3 

 ウ)固定資産の取得額：教育研究用器具備品 2（う

ち自己収入取得分－）、図書 0（うち自己収入取得

分－）、ソフトウェア 4（うち自己収入取得分－） 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

機能強化経費については、計画に対して十分な効

果を上げたと認められることから、運営費交付金債

務 184 百万円を収益化。 

資産見返運営費

交付金 
6 

建設仮勘定見返

運営費交付金 

 

－ 

資本剰余金 － 

計 191 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運営費交付金収

益 
7,197 

①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及

び費用進行基準を採用した業務以外の全ての業務 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：7,197 

 イ)自己収入に係る収益計上額：－ 

 ウ)固定資産の取得額：－ 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

期間進行基準に係る運営費交付金債務を全額収益

化。 

資産見返運営費

交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 

7,197 

費 用 進 行 基 準

による振替額 

運営費交付金収

益 
869 

①  費用進行基準を採用した事業等：特殊要因（退職

手当、移転費、PCB 廃棄物処理費）、令和２年度補

正予算等（授業料等免除実施経費） 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：869 

 イ)自己収入にかかる収益計上額：－ 

 ウ)固定資産の取得額：－ 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 869 百

万円を収益化。 

資産見返運営費

交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 

869 

国 立 大 学 法 人
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第 ３ 項 に よ る

振替額 

 

－ 

該当なし 

合計  8,258  

 

 

 

（ ３ ） 運 営 費 交 付 金 債 務 残 高 の 明 細  

                                                                       （単位：百万円） 
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交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

平成 28 年度 業 務 達 成 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

－ 

 

期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 
1 

・学生収容定員未充足相当額（1 百万円）として繰り

越したもの。当該債務は、中期目標期間終了時に国庫

返納する予定である。 

費 用 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

－ 

 

計 1  

平成 29 年度 業 務 達 成 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

－ 

 

期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 
2 

・学生収容定員未充足相当額（2 百万円）として繰り

越したもの。当該債務は、中期目標期間終了時に国庫

返納する予定である。 

費 用 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

0 

・PCB 廃棄物処理費（0 百万円）の執行残であり、当

該債務は、中期目標期間終了後に国庫返納する予定で

ある。 

計 3  

平成 30 年度 業 務 達 成 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

－ 

 

期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 
4 

・学生収容定員未充足相当額（4 百万円）として繰り

越したもの。当該債務は、中期目標期間終了時に国庫

返納する予定である。 

費 用 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

－ 

 

計 4  

令和元年度 業 務 達 成 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

－ 

 

期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 
3 

・学生収容定員未充足相当額（3 百万円）として繰り

越したもの。当該債務は、中期目標期間終了時に国庫

返納する予定である。 

費 用 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

0 

・令和元年度補正予算（災害設備復旧経費）（0 百万

円）の執行残であり、当該債務は、中期目標期間終了

時に国庫に返納する予定である。 

計 3  

令和２年度 業 務 達 成 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

－ 
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期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

－ 

 

費 用 進 行 基 準

を 採 用 し た 業

務に係る分 

104 

・退職手当の執行残（63 百万円）であり、翌事業年

度以降に使用する予定である。 

・PCB 廃棄物処理費（0 百万円）の執行残であり、翌

事業年度以降に使用する予定である。 

・令和２年度授業料等免除実施経費の追加配分（0 百

万円）及び補正予算（1 号、2 号）（41 百万円）の執

行残であり、翌事業年度以降に使用する予定である。 

計 104  
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（別紙） 

■財務諸表の科目 

  １．貸借対照表 

有 形 固 定 資 産 ：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有

形の固定資産。 

減 価 償 却 累 計 額 等 ：減価償却累計額及び減損損失累計額。 

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 ：図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。 

そ の 他 の 固 定 資 産 ：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）が

該当。 

現 金 及 び 預 金 ：現金（通貨及び小切手等の通貨代用証券）と預金（普通預金、当座預

金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

そ の 他 の 流 動 資 産 ：未収入金、有価証券等が該当。 

資 産 見 返 負 債 ：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸

借対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振

り替える。計上された資産見返負債については、当該償却資産の減価

償却を行う都度、それと同額を資産見返負債から資産見返戻入（収益

科目）に振り替える。 

引 当 金 ：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上

するもの。退職給付引当金等が該当。 

そ の 他 の 固 定 負 債 ：資産除去債務、長期未払金等が該当。 

運 営 費 交 付 金 債 務 ：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

そ の 他 の 流 動 負 債 ：預り科学研究費補助金等、寄附金債務、前受受託研究費、前受共同研   

究費、前受受託事業費等、預り金、未払金、未払消費税等、賞与引当   

金が該当。 

政 府 出 資 金 ：国からの出資相当額。 

資 本 剰 余 金 ：国から交付された施設費等により取得した資産（建物等）等の相当

額。 

利 益 剰 余 金 ：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。前中期

目標期間繰越積立金、目的積立金、積立金が該当。 

   

  ２．損益計算書 

業 務 費 ：国立大学法人等の業務に要した経費。 

教 育 経 費 ：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経

費。 

研 究 経 費 ：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

教 育 研 究 支 援 経 費 ：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法人

全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は

組織であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費。 

人 件 費 ：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経

費。 
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そ の 他 の 業 務 費 ：受託研究費、共同研究費、受託事業費等、一般管理費が該当。 

財 務 費 用 ：支払利息、為替差損が該当。 

雑 損 ：返還金等が該当。 

運 営 費 交 付 金 収 益 ：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学 生 納 付 金 収 益 ：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

そ の 他 の 収 益 ：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益、施設費収益等。 

資 産 見 返 負 債 戻 入 ：取得時に資産見返負債が計上される償却資産について減価償却費が

計上される都度、当該資産見返負債から同額振り替えられる収益。 

財 務 収 益 ：受取利息、有価証券利息、為替差益等。 

臨 時 損 益 ：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

目 的 積 立 金 取 崩 額 ：目的積立金から取り崩しを行った額。 

         

  ３．キャッシュ・フロー計算書 

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費

交付金収入等の国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収

支状況を表す。 

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向け

た運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況

を表す。 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・返済

による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を

表す。 

資 金 に 係 る 換 算 差 額 ：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

     

  ４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国 立 大 学 法 人 等 業 務 実 施 コ ス ト ：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財源により負

担すべきコスト。 

業 務 費 用 ：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から

学生納付金等の自己収入を控除した相当額。 

損 益 外 減 価 償 却 相 当 額 ：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産の減価償却費相当額。 

損 益 外 減 損 損 失 相 当 額 ：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわら

ず生じた減損損失相当額。 

損 益 外 利 息 費 用 相 当 額 ：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産に係る資産除去債務についての時の経過による調整額。 

損 益 外 除 売 却 差 額 相 当 額 ：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産を売却や除去した場合における帳簿価額との差額相当額。 

引 当 外 賞 与 増 加 見 積 額 ：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞

与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上

（当事業年度における引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照
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表に注記）。 

引 当 外 退 職 給 付 増 加 見 積 額 ：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認められる

場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上

（当事業年度における引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対

照表に注記）。 

機 会 費 用 ：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸

した場合の本来負担すべき金額等。 


